
   

働きかけをさらに強化し、企業派遣を増やす努力に期待したい。 

• 今後は起業にさらに力を入れても良いのではないか、そのために継続学修の第 3 段階に、

大学としてのベンチャー支援の具体策を明記していくことも有効ではないか（インキュベーシ

ョンオフィスの提供、産業技術大学院大学支援ベンチャー称号の付与、大学主催イベントで

の企業紹介の機会提供、学内ファンド構築、メンター制度、ビジネスプランコンテストなど）。 

• PBL は、成果はもとより問題解決手法などのメソッド、チーム編成、プロセスについても討議し

学生にさらに気づきを提供してほしい。 

 

 

4.2    アクションプラン  

 本学の強みである技術（IT、マネジメント、デザイン、製品開発等）を活用した事業開発を前面に打

ち出すには、 修了生への起業支援の仕組みを整備する中で、成功事例を挙げていくことが重要と

なる。成功事例の普及では、パンフレット、大学 Web サイトへの掲載、本学開催のイベント（InfoTalk、

起業塾等）を活用することも視野に入れている。修了生への起業支援では、PBL からの起業を行う際

に何をどのように支援できるかが今後の検討課題であるが、まずは以下 2 点を進めていく。 

• 修了生のアンケート調査、InfoTalk 及び起業塾等の修了生コミュニティでの対話を通じて、事

業アーキテクトコースの学びの効果検証をするとともに、フォローアップ体制を構築する。 

• PBL からの事業経験機会を提供するための問題解決メソッドの整備、コース多様性のあるチー

ム編成、プロセスの観察と実効性あるインスタラクションの検証を進めていく。 

  

 学習・教育目標での「ディプロマポリシー」の制定と。それに則したカリキュラムポリシー制定、アドミ

ッションポリシーの見直しは、今後の重要課題と捉え検討していきたい。また、時代の要請、環境変

化によるフィードバックが効く仕組みも同時に検討したい。 

 学生受け入れ方法では、成績以外にも起業家マインドなどを考慮する仕組みの構築が挙げられて

いる。これは、学生 DB の構築、教員間の共有、面談等を通じ、学生の意欲、適性等を幅広く考慮す

る取り組みをしていきたい。 

 単位の実質化との関係で、各講義回の予復習の内容等を明記することは、現状、シラバスに項目

はあるものの内容は教員判断となっている。今後、シラバスの書式の整備と、執筆ガイドラインの加

筆を進めたい。 

 企業派遣の取り組み推進は、企業研修への本プログラム導入の働きかけ等の提案を実施していき

たい。 
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4.3    継続性  

当教育プログラムは、平成 25 年度の運営諮問会議で答申された本学情報アーキテクチャ専攻及

び創造専攻の両専攻横断型のイノベーション人材養成のためのカリキュラムに相当する。したがって、

事業期間中の平成 26 年度から当事業で開発した教育プログラムを順次評価するため、両専攻横断

型の事業アーキテクトコースを平成 27 年度から試行設置した。試行設置の評価から教育プログラム

の有効性が確認できたため、事業期間終了後も、事業アーキテクトコース及び新設科目を継続する。

本学は社会人学び直しの重要性は十分に理解しているため、社会人の学び直しのための修学環境

及び社会人キャリアアップの仕組みは継続する。起業塾は回数を若干減らすが、社会人学び直し及

び関連コミュニティの発展のため、開催を継続する。今まで教員の任期制をとってきた経緯から、教

員評価は教育・研究・組織運営・社会貢献の 4 項目で行われている。学内体制は、本学での教員評

価項目の中で教育活動に関して、本教育プログラムを推進する教員の評価を高める等、教員の誘

因及び動機を重視した体制を取り、事業の継続性を確実にする。事例研究型の教育手法及び事例

教材の開発は、教員の研究活動及び本学の FD 活動の枠組みの中で継続する。産学連携体制は、

運営諮問会議を中核とした連携体制を維持し、産業界からの意見を反映し、教育内容の改善を継

続する。財源に関しては、本学の一般財源費により、本事業を継続する体制の維持、特に当事業の

継続に必要とされる非常勤講師等の人件費の予算措置を行う。 
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5    付録  

5.1   最終成果報告  発表資料
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